
 

 

経営発達支援計画の概要 

実施者名 

法人番号 

野々市市商工会（法人番号 2220005002141） 

野々市市   （地方公共団体コード 172120）  

実施期間 令和６年４月１日～令和１１年３月３１日 

目標 

① 小規模事業者との対話と傾聴を通じて事業者の課題を設定し、小規模

事業者の事業計画策定支援とフォローアップを推進 

② 事業者の販路開拓への支援を通じて小規模事業者の自立的な経営力

強化による事業継続を実現 

③ 「商業・サービスのまち」として魅力ある地域のにぎわいづくりを推

進 

事業内容 

３．地域の経済動向調査に関すること 

 地域経済分析システム「RESAS」の活用や景気動向調査により地域の

経済動向の実態を把握し、ホームページ等を通じて公表する。 

４．需要動向調査に関すること 

事業計画策定中の事業者等に対して、開発する商品等が想定したター

ゲットにとってどの程度のニーズやウオンツを有するかをマーケティ

ング会社や販路開拓の専門家に依頼して実施する。 

５．経営状況の分析に関すること 

記帳指導先や販路開拓に意欲的な事業者に対して「財務分析」や「SWOT

分析」等の分析を実施し、事業計画の策定に活用して事業者を支援する。 

６．事業計画策定支援に関すること 

「DX 推進セミナー」や「事業計画策定セミナー」を実施し、外部専門家

とも連携しながら事業者の計画策定を伴走型で支援する。 

７．事業計画策定後の実施支援に関すること 

計画的な巡回指導を行いながら計画と進捗状況のズレが生じている

場合には計画の修正等を行っていく。 

８．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

SNS や EC サイト他、IT を活用した販売促進策について、ＩＴ専門家

と連携しながら事業所支援を行う。 

 

連絡先 

野々市市商工会 

〒921-8821 石川県野々市市白山町 8-16 

TEL:076-246-1242 FAX:076-246-2558 mail:nono@shoko.or.jp 

野々市市 

〒921-8510 石川県野々市三納一丁目 1 番地 

TEL:076-227-6160 FAX:076-227-6205 mail:chiiki@city.nonoichi.lg.jp 
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（別表１） 

経営発達支援計画 

経営発達支援事業の目標 

１． 目標 

 

（１）地域の現状及び課題 

①現状 

〇位置 

野々市市は、石川県のほぼ中央に位置し、県都金沢市の中心市街地から南西約５㎞の距離にあ

り、北東部を金沢市、南西部を白山市に接している。面積は１３．５６㎢（県域の０．３２％）であり、東西 

４．５㎞、南北約６．７㎞の山や海のない平坦地であり、海抜は最高 ４９．９ｍである。 

 

 

 

 

 

 図１：野々市市の位置 
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新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う景気後退や飲食店の営業制限等の影響により、全国

データでも飲食サービス業を中心に事業所数が大きく減少している。本市においても飲食サー

ビス業は主要産業であり、これらの影響を避けることができなかったと考えられる。 

一方で、こうした中でも、本市は現在でも人口は増加傾向にあり、ドラックストアや医療ク

リニック等の新規出店や新規開業が続いており、全国と比較しても事業所数の減少幅が抑えら

れていると考えられる。 

 

②課題 

人口密度が高く商売を行う上で良好な環境は整っているものの、事業所間の競争が激化して

いることから、当市においては既存小規模事業者の経営力向上による生存率の上昇や創業者数

の増加によって地域の活性化をいかに図っていくかが課題といえる。 

その他、全国的に有効求人倍率が高水準で推移しているが、小規模な商業者が多い本市にお

いては特に人手不足の深刻化による影響は顕著であり、人手不足について対策を図っていく必

要がある。 

 

（２）小規模事業者に対する中長期的な振興のあり方 

 

① １０年程度の期間を見据えて 

１０年後の市内の商工業者は大型店舗やドラッグストア、フランチャイズ店等の出店の増加

により、飲食、小売、サービス業においてはこれまで以上に売上や収益の減少など厳しい経営

環境を強いられると想定する。 

 そのため、新たな商品開発や販路開拓が課題となり、小規模事業者の持続、発展のためにも、

引き続き各事業者に寄り添った伴走型の事業者支援が不可欠となってくる。 

 

② 野々市市総合計画との連動性・整合性 

野々市市では第二次総合計画（令和４年度～令和 13 年度）において、「みんなが働きたくな

る、活気のあるまち」を基本目標とし、産業振興施策「商工業の活性化」として次を掲げてい

る。 

１. 経営体質や基盤の強化：事業活動の活性化や経営基盤の強化に向けて、県や商工会などと

連携し、多様な支援施策の情報提供などを進める。 

２. 産学官連携による次世代産業の創出・育成：産学官での連携を進め、企業の本社機能移転の

誘致や次世代産業の創出・育成を進める。 

３. 創業支援の充実：企業に興味・関心や意欲のある人を支援できる環境づくりを進め、地域の

新たな需要や担い手を掘起こし、創業支援を進める。また、創業者に対し初期段階での事業

継続支援を行う。 

４. 地域資源やつながりを生かした産業の活性化：事業活動を活性化するため、事業者同士が

連携できる機会の確保を進める。 

 

商工会では地区別金融懇談会等の市との定例会の他、必要に応じて随時、各種施策の情報交

換や実施状況報告、各種事業のすり合わせを行っており、市とともに小規模事業者の持続的な

発展に資する伴走型支援体制の整備に取り組んでいるところであり、野々市市総合計画との整

合性がとれている。 

 

③ 商工会としての役割 

野々市市の地域総合経済団体である野々市市商工会では、「商工会は行きます、聞きます、提

案します」をスローガンに掲げ、小規模事業者の経営改善に取り組んできたが、小規模企業振
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興基本法や小規模支援法の施行以来、ますます地元の商工業者に対する支援や存在意義が求め

られるようになってきている。野々市市では、小規模事業者の減少や大規模店舗の参入による

競争の激化といった課題を抱えていることから、本会では小規模事業者の支援体制を一層強化

し、地域経済の活性化を推進していくため、販路開拓、生産性向上、創業支援等による小規模

事業者の経営力向上を図っていく必要がある。そのためには経営指導員等による事業者に寄り

添った伴走型支援が欠かせないことから、より専門的な知識や情報を得ながら、地域の支援機

関としてのリーダー的な役割を果たしていきたいと考えている。 

 

 

（３）経営発達支援事業の目標 

（１）小規模事業者との対話と傾聴を通じて事業者の課題を設定し、小規模事業者の事業計 

画策定支援とフォローアップを推進 

（２）事業者の販路開拓への支援を通じて小規模事業者の自立的な経営力強化による事業継 

   続を実現 

（３）「商業・サービスのまち」として魅力ある地域のにぎわいづくりを推進 

 

 

経営発達支援事業の内容及び実施期間 

 

２．経営発達支援事業の実施期間、目標の達成方針 

（１）経営発達支援事業の実施期間（令和６年４月１日～令和１１年３月３１日） 

 

（２）目標達成に向けた方針 

①小規模事業者との対話と傾聴を通じて事業者の課題を設定し、小規模事業者の事業計画策 

定支援とフォローアップを推進 

小規模事業者の経営力向上のためには、事業計画の策定が重要であることから、対話と傾

聴を通じて経営の本質的な課題を事業者自らが認識することに重点を置き、本質的課題を反

映させた事業計画策定の支援を行う。また、事業計画の進捗状況の確認や、その効果につい 

て定性的・定量的に把握するためのフォローアップを伴走型支援として行っていく。 

 

②事業者の販路開拓への支援を通じて小規模事業者の自立的な経営力強化による事業継続を 

実現 

事業計画を策定し、新商品・サービスの開発を実施・検討している小規模事業者を対象に

開発中の新商品のテストマーケティングや市場調査を実施するとともに、SNS や EC サイト、

ネットショップを活用した販路開拓支援を行い、事業者の自走化や事業継続に繋げていく。 

 

③「商業・サービスのまち」として魅力ある地域のにぎわいづくりを推進 

市内の事業者の商品・サービスの開発や改善を支援し、IT 技術を利用した提供方法の推進

や野々市市の施設を活用した販路開拓の支援を通じて、域外需要を呼び込める魅力的な地域

づくりに貢献する。 
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Ⅰ．経営発達支援事業の内容 
 

３．地域の経済動向調査に関すること 

 

（１）現状と課題 

[現状]これまでは当会独自に管内の小規模事業者を対象にアンケートを実施し調査を行って

きた。 

[課題]これまで実施してきた内容では、ビックデータの活用や専門的な分析ができていなかっ

たため、改善した上で実施する。 

 

（２）目標 

 現行 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ１０年度 

①地域の経

済動向分析

の公表回数 

－ １回 １回 １回 １回 １回 

②景気動向

分析の公表

回数 

１回 ４回 ４回 ４回 ４回 ４回 

 

（３）事業内容 

①地域の経済動向分析 

   当地域において真に稼げる産業や事業者に対し、限られたマンパワーや政策資源を集中投

下し、効率的な経済活性化を目指すため、経営指導員が「ＲＥＳＡＳ」（地域経済分析システ

ム）など、国が提供するビッグデータを活用した地域経済動向分析を行い、年１回公表する。 

 

【分析手法】・「地域経済循環マップ・生産分析」 →何で稼いでいるか等を分析 

・「まちづくりマップ・From-to 分析」→人の動き等を分析 

・「産業構造マップ」→産業の現状等を分析 

       ⇒上記の分析を総合的に分析し、事業計画策定支援等に反映する。 

  

②景気動向分析 

管内の景気動向等についてより詳細な実態を把握するため、全国商工会連合会が行う「小規

模企業景気動向調査」に独自の調査項目を追加し、管内小規模事業者の景気動向等について、

年４回調査・分析を行う。 

【調査手法】調査票を郵送し返信用封筒で回収する 

経営指導員等が回収したデータを整理し、分析を行う 

【調査対象】管内小規模事業者５０社（製造業、建設業、卸売業、小売業、サービス業から 

１０社ずつ） 

【調査項目】売上額、仕入価格、経常利益、資金繰り、雇用、設備投資 等 

 

（４）成果の活用 

  ○情報収集・調査・分析した結果はホームページに掲載し、広く管内事業者等に周知する。 

  ○経営指導員が巡回訪問を行う際の参考資料とする。 
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４．需要動向調査に関すること 

 

１）現状と課題 
[現状]当会では需要動向調査については日経テレコン２１のＰＯＳ情報など、各種情報媒体の活用や

地域の関係機関（地域の金融機関、地域の士業者等）、専門機関（金沢工業大学等）と連携・協

力することで、情報収集、分析を行うこととしてきたが、これまで対象事業者がいなかったこ

とから実施できていない。 

[課題]今後は対象を地域資源を活用した新商品に絞り込んで事業者に周知・募集するなど、改善した

上で需要動向調査を実施する。 

 

（２）目標 

 現行 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ１０年度 

①新商品（特産

品）開発の調査

対象事業者数 

０者 ３者 ５者 ５者 ５者 ５者 

②試食、アンケ

ート調査対象

事業者数 
０者 ３者 ５者 ５者 ５者 ５者 

 

（３）事業内容 
①新商品開発の調査 

管内飲食店３店舗において、近年、野々市市が PR を強化している市の特産品「ヤーコン」を活か

した新商品を開発する事業者を対象に、商品の開発・改良のための市場調査を実施する。具体的に

はヤーコンの試食アンケート調査や認知度調査をマーケティング会社に依頼して実施し、調査結果

を分析した上で当該３店舗にフィードバックすることで商品の開発や改良に資する。また当該調査

結果を事業計画に反映する。 

【調査手法】 

 マーケティング会社に依頼し、一般消費者にヤーコンやヤーコンを使った加工食品を試食しても

らい、商品の特徴や魅力、また改善点についての分析を実施する。調査結果は、マーケティング会

社の分析に加えて、経営指導員が追加分析を行う。 

【サンプル数】１００人 

【調査項目】①味、②甘さ、③硬さ、④色、⑤大きさ、⑥価格、⑦見た目、⑧ﾊﾟｯｹｰｼﾞ等 

【調査結果の活用】調査・分析結果については経営指導員が専門家に同行し、当該事業者に直接説明

する形でフィードバックし、改善を重ねていく。 

 

②試食、アンケート調査 

【調査手法】 

 シェアキッチンを行う市の公共施設「１の１」にて、来場客に対し、試食、アンケート調査を実

施する。調査結果は、県エキスパートバンク登録の販路開拓等の専門家に意見を聞きつつ、経営指

導員等が分析を行う。 

【サンプル数】５０人 

【調査項目】①味、②甘さ、③硬さ、④色、⑤大きさ、⑥価格、⑦見た目、⑧ﾊﾟｯｹｰｼﾞ等 

【調査結果の活用】調査・分析結果については経営指導員が専門家に同行し、当該事業者に直接説明 

する形でフィードバックし、改善を重ねていく。 
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５．経営状況の分析に関すること 

 

（１）現状と課題 

[現状]セミナー参加者の中から意欲的な事業者を選定して財務分析を行うこととしていたが、

コロナ禍でセミナーが開催できなかったこともあり実施件数は低調であった。 

[課題]事業者の選定が難しいことから、商工会にて通常より月次の税務・経理指導を行ってい

る※記帳指導先に対して優先的に経営分析を実施する。また、巡回・窓口指導による経

営分析を行う際には、その意義を十分に事業者に伝えるとともに、経営分析にあたって

は「対話と傾聴」を重視することで経営の本質的課題の把握に繋げる。 

 

※記帳指導先とは商工会が月次決算指導を定期的に行っている会員事業所のこと。 

（２）目標 

 現行 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ１０年度 

①記帳指導先

に対する分析

事業者数 

６者 １２者 １２者 １２者 １２者 １２者 

②巡回・窓口

指導による分

析事業者数 

３者 ８者 ８者 ８者 ８者 ８者 

  

（３）事業内容 

  

①記帳指導先に対する経営分析の内容 

【分析項目】「財務分析」と非財務分析の「ＳＷＯＴ分析」の双方を行う。 

  ≪財務分析≫収益性、効率性、安全性 等 

  ≪ＳＷＯＴ分析≫強み、弱み、機会、脅威 等 

【分析手法】財務分析に加えて、中小企業庁のローカルベンチマーク等のツールも活用し 

ながら、事業者との対話と傾聴を通じて経営指導員がＳＷＯＴ分析を行う。 

  

  ②巡回・窓口指導による経営分析の内容 

【分析項目】「財務分析」と非財務分析の「ＳＷＯＴ分析」の双方を行う。 

  ≪財務分析≫収益性、効率性、安全性 等 

  ≪ＳＷＯＴ分析≫強み、弱み、機会、脅威 等 

【分析手法】財務分析に加えて、中小企業庁のローカルベンチマーク等のツールも活用し 

ながら、事業者との対話と傾聴を通じて経営指導員がＳＷＯＴ分析を行う。 

 

（４）分析結果の活用 

○分析結果は、当該事業者にフィードバックし、必要に応じて外部専門家を派遣し、事業計

画策定等に活用する。 

○分析結果は、データベース化し、内部で共有を図るとともに、ディスカッションを通じで

経営指導員のスキルアップに努める。 
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６．事業計画策定支援に関すること 

 

（１）現状と課題 

[現状]セミナー参加者等の中から希望者を選定して実施してきたが低調であった。 

[課題]これまで実施しているものの事業計画策定の意義や重要性の理解が浸透していないため、巡

回、窓口相談の際にその重要性を個別に説明する活動の強化や、セミナー開催方法を見直し

など、改善した上で実施する。 

 

（２）支援に対する考え方 

小規模事業者に対し、事業計画策定の意義や重要性について、巡回・窓口相談の際に個別に伝

える活動の強化や、「事業計画策定セミナー」のカリキュラムを工夫するなどにより、５．で経営分析を

行った事業者の７割程度／年の事業計画策定を目指す。 

事業計画の策定前段階においてＤＸに向けたセミナーを行い、小規模事業者の競争力の維持・強

化を目指す。５．で実施する経営状況の分析を通じて、事業者が自社の強み・弱みなどの気づきを

得、現状を正しく認識した上で、分析に基づき、事業者が当事者意識を持って課題に向き合い、事業

計画策定に能動的に取り組むため、対話と傾聴を通じて最適な意思決定のサポートを行う。 

 

 現行 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ１０年度 

① DX 推進セミ

ナー 
‐ ２回 ２回 ２回 ２回 ２回 

② 事業計画策

定セミナー 
１回 ２回 ２回 ２回 ２回 ２回 

事業計画策定

事業者数 
１２者 １５者 １５者 １５者 １５者 １５者 

 

（３）事業内容 

 ①「ＤＸ推進セミナー開催・ＩＴ専門家派遣」の開催 

ＤＸに関する意識の醸成や基礎知識を習得するため、またＤＸに向けたＩＴツールの導入や SNS

を使った販促活動の強化を支援するためのセミナーを開催する。 

［カリキュラム］ ・ＳＮＳを活用した情報発信 ・クラウドサービスの活用について 

［講  師］ ＩＴコーディネーター  ［募集方法］ チラシ、ＨＰ、ＳＮＳ 

［回  数］ ２回            ［参加者数］ ２０名（各回１０名×２回） 

 

セミナーを受講した事業者の中から取り組み意欲の高い事業者に対しては、経営指導員等によ

る相談対応・経営指導を行う中で必要に応じてＩＴ専門家派遣を実施する。 

 

② 「事業計画策定セミナー」の開催 

    経営分析を行った事業者向けに事業計画策定セミナーを開催する。 

［カリキュラム］・自社の強みを活かす事業計画の作成セミナー 

［講  師］ 中小企業診断士 ［募集方法］ チラシ、ＨＰ、ＳＮＳ 

［回  数］ ２回         ［参加者数］ ２０名（各回１０名×２回）   

事業計画策定セミナーの受講者に対し、経営指導員等が担当制で張り付き、外部専門家も交え

て確実に事業計画の策定につなげていく。 
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７．事業計画策定後の実施支援に関すること 

 

（１）現状と課題 

[現状]これまでは担当者任せになっていたため着実に実施されていない 。 

[課題]これまで実施しているものの、実施方法が担当者任せであった。今後は実施基準と管理

方法を明確にした上で確実に実施する。 

 

（２）支援に対する考え方 

自走化を意識し、経営者自身が「答え」を見いだすこと、対話を通じてよく考えること、経

営者と従業員が一緒に作業を行うことで現場レベルで当事者意識を持って取組むことなど、計

画の進捗フォローアップを通じて経営者へ内発的動機づけを行い、潜在力の発揮に繋げる。 

事業計画を策定した全ての事業者を対象とするが、事業計画の進捗状況や事業者の課題等に

より、訪問回数を増やして集中的に支援すべき事業者と、ある程度順調と判断し訪問回数を減

らしても支障ない事業者を見極めた上で、フォローアップを行う。 

 

（３）目標 

 現行 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ１０年度 

フォローア

ップ対象事

業者数 

－ １５者 １５者 １５者 １５者 １５者 

頻度（延回

数） 
－ ９０回 ９０回 ９０回 ９０回 ９０回 

売上増加事

業者数 
－ ５者 ５者 ７者 ７者 １０者 

利益率３％

以上増加の

事業者数 

－ ５者 ５者 ７者 ７者 １０者 

 

（４）事業内容 

    事業計画を策定した事業者を対象に、経営指導員が巡回訪問等を実施し、策定した計画が着

実に実行されているか定期的かつ継続的にフォローアップを行う。フォローアップの進捗状況

については月１回開催する全経営指導員が参加する経営支援会議にて確認を行う。 

フォローアップの頻度については、事業計画策定１５者のうち、５者は毎月１回、５者は四

半期に一度、他の５者については年２回とする。ただし、事業者からの申出等により、臨機応

変に対応する。なお、進捗状況が思わしくなく、事業計画との間にズレが生じていると判断す

る場合には、他地区等の経営指導員等や外部専門家など第三者の視点を必ず投入し、当該ズレ

の発生要因及び今後の対応方策を検討の上、フォローアップ頻度の変更等を行う。 
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８．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

 

（１）現状と課題 

[現状]これまでは全国規模の見本市・ギフトショーへの出展を本事業の中心としていたが、近

年は出展希望者がいない状況となっている。また地域の小規模事業者の多くはオンライ

ンによる販路開拓等に関心があるものの、知識不足等の理由により、ＩＴを活用した販

路開拓等のＤＸに向けた取組が進んでおらず、商圏が近隣の限られた範囲にとどまって

いる。 

[課題]首都圏の大型展示会への出展は事業者にとってハードルが高いため、今後は新たな販路

開拓の取組みには DX 推進が必要であるということを理解認識してもらい、SNS の活用や

EC サイトの利用など、DX 推進への取組みを強化していく。 

 

（２）支援に対する考え方 

経営状況の分析、事業計画策定支援を行った意欲ある小売・サービ業事業者を重点的に支援

する。商談会への出展にあたってはハードルが高い首都圏開催の大型展示会への出展だけを

促すのではなく、地元で開催される地域の商談会への出展促進を行っていく。 

またＤＸに向けた取組として、データに基づく顧客管理や販売促進、ＳＮＳ情報発信、ＥＣ

サイトの利用等、ＩＴ活用による営業・販路開拓に関するセミナー開催や相談対応を行い、理

解度を高めた上で、導入にあたっては必要に応じてＩＴ専門家派遣等を実施するなど、事業者

の段階に合った支援を行う。 

 

（３）目標 

 現行 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ10 年度 

① 金沢マッチング商

談会出展事業者数 
－ ３者 ３者 ３者 ３者 ３者 

売上額／者 
－ １０万円 １０万円 １０万円 １０万円 １０万円 

② SNS 活用事業者数 
－ １０者 １０者 １０者 １０者 １０者 

売上増事業者数 
－ １０％ １０％ １０％ １０％ １０％ 

③ ECサイト利用事業

者数 
－ ２者 ２者 ２者 ２者 ２者 

売上増加率／者 
－ １０％ １０％ １０％ １０％ １０％ 

④ ネットショップ開

設者数 
 ２者 ２者 ２者 ２者 ２者 

売上増加率／者 
－ １０％ １０％ １０％ １０％ １０％ 
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（４） 事業内容 

 

①金沢マッチング商談会参加事業（ＢtoＢ） 

金沢商工会議所主催、石川県商工会連合会他共催の「かなざわマッチング商談会」に、事前

に商品のブラッシュアップを行った事業者を３者選定し参加させる。事後には、商談相手への

アプローチ支援など、実効性のある支援を継続的に行っていく。 

 

②ＳＮＳ活用（ＢtoＣ） 

現状の顧客が近隣の商圏に限られていることから、より遠方の顧客の取込のため、取り組

みやすいインスタグラム等のＳＮＳを活用し、宣伝効果を向上させるための支援を行う。 

 

③ＥＣサイトやネットショップ開設（ＢtoＣ） 

ＥＣサイトやネットショップの提案を行いながら、商品構成、ページ構成、ＰＲ方法等Ｗ

ＥＢ専門会社やＩＴベンダーの専門家等と連携し、セミナー開催や立ち上げ後の専門家派遣

の継続した支援を行う 

 

④ＥＣサイト利用（ＢtoＣ） 

 食品加工品等についてはオイシックスなどのショッピングサイト等の提案を行いながら、効

果的な商品紹介のリード文・写真撮影、商品構成等について伴走支援を行う。 

 

⑤自社ＨＰによるネットショップ開設（ＢtoＣ） 

 ネットショップの立ち上げから、商品構成、ページ構成、ＰＲ方法等ＷＥＢ専門会社やＩＴ 

ベンダーの専門家等と連携し、セミナー開催や立ち上げ後の専門家派遣を行い継続した支援を

行う。 
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Ⅱ．経営発達支援事業の円滑な実施に向けた支援力向上のための取組み 

 

９．事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること 

（１）現状と課題 

 

［現状］これまで経営発達支援計画評価委員会（野々市市商工会正副会長の他、外部有識者と

して中小企業診断士）を設置し、毎年１回委員会を開催し、事業の評価、見直し等を

行ってきた。 

［課題］これまで 評価委員会を実施しているものの、当初の定量的目標数値が過大であった

り、実施が困難なものが含まれていたため、適正な数値目標を設定するよう改善し、

実施する。 

 

（２）事業内容 

〇野々市市商工会正副会長、法定経営指導員、外部有識者として中小企業診断士をメンバー

とする経営発達支援計画評価委員会を年１回開催し、経営発達支援事業について５段階評価

を行い、次年度への改善対応を図ることで、本事業の PDCA サイクルを回していく。 

 

〇当該評価委員会の評価結果は、理事会にフィードバックした上で、事業実施方針等に反映

させるとともに HP 及び会報に掲載（年１回）することで、地域の小規模事業者が常に閲覧

できる状態とする。 
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１０．経営指導員等の資質向上等に関すること 

（１）現状と課題 

 

［現状］これまで県連合会主催の研修会に各経営指導員が参加することで行ってきているが、内

容の共有や横展開がされていない。 

［課題］研修会で学んできた内容については報告書での回覧にとどまっており、他の経営指導

員、一般職員へのフィードバックが弱いことから、今後は改善して実施する。 

 

（２）事業内容 

①外部講習会等の積極的活用 

【経営支援能力向上セミナー】 

経営指導員及び一般職員の支援能力の一層の向上のため、中小企業庁が主催する「経営指

導員研修」及び石川県商工会連合会主催の「経営支援能力向上セミナー」に対し、計画的に

経営指導員等を派遣する。 

 

【ＤＸ推進に向けたセミナー】 

喫緊の課題である地域の事業者のＤＸ推進への対応にあたっては、経営指導員及び一般職

員のＩＴスキルを向上させ、ニーズに合わせた相談・指導を可能にするため、下記のようなＤ

Ｘ推進取組に係る相談・指導能力の向上のためのセミナーについても積極的に参加する。 

＜ＤＸに向けたＩＴ・デジタル化の取組＞ 

ア）事業者にとって外向け（需要開拓等）の取組 

ホームページ等を活用した自サービス情報発信方法、ＥＣサイト構築、ＳＮＳを活用し

た広報、モバイルオーダーシステム 

イ）その他取組 

オンラインによる経営指導、事例のオンライン共有、チャットツール導入  

 

 【コミュニケーション能力向上セミナー】 

対話力向上等のコミュニケーション能力を高める研修を実施することにより、支援の基本 

姿勢（対話と傾聴）の習得・向上をはかり、事業者との対話を通じた信頼の醸成、本質的課 

題の掘り下げの実践につなげる。 

  

② 経営支援会議の実施 

全経営指導員および支援員参加による経営支援会議を月一回開催し、記帳指導先もしくは支

援中の事業者に対するチーム支援と実施している支援内容の共有を行う。また本会議を通じて

個々の経営指導員の支援力の向上や平準化をすすめていく。 

 

③データベース化 

担当経営指導員等が基幹システムや経営支援システム上のデータ入力を適時・適切に行い、

支援中の小規模事業者の状況等を職員全員が相互共有できるようにすることで、担当外の職員

でも一定レベル以上の対応ができるようにするとともに、支援ノウハウを蓄積し組織内で共有

することで支援能力の向上を図る 
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（別表３） 

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                      （単位 千円） 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

必要な資金の額 １，０００ １，０００ １，０００ １，０００ １，０００ 

 

○専門家派遣 

○ｾﾐﾅｰ開催費 

○ﾁﾗｼ作成費 

 

 

 

 

８５０ 

１００ 

５０ 

 

８５０ 

１００ 

５０ 

 

８５０ 

１００ 

５０ 

 

８５０ 

１００ 

５０ 

 

８５０ 

１００ 

５０ 

 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

調達方法 

会費収入、野々市市補助金、石川県補助金 等 

 

 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 
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（別表４） 

 経営発達支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携し

て経営発達支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 

連携して実施する事業の内容 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携して事業を実施する者の役割 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携体制図等 

① 

 

 

 

 

 

② 

 

 

 

 

 

③ 

 

 

 

 

 

 


